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議会インターネット中継は熊谷市議会ホームページから 熊谷市議会 検索

国道 407 号に面する施設「道の駅めぬま」。
近代日本における最初の女性医師として知
られる「荻野吟子像」が見守る公園の中には、
多くのバラが咲き誇り人々の心を癒してい
ます。明治時代を生き抜いた吟子さんの目
には、令和の時代はどのように映っている
のでしょうか。そっと話しかけます。
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■令和８年度当初予算
　予算規模は、一般会計は 803 億円
で、対前年度比 0.75％、額にして６億
円の増となり、過去最大の予算総額と
なった。
　これは、子育て支援・保健拠点施
設の整備が今年度末に完了し、その整
備費が減額となるものの、長引く物価
高騰に伴う資材費や人件費の上昇な
どによる避けがたい歳出の増加や、少
子高齢化を起因とする社会保障費の

増大に対応するための予算措置を始
め、子育て家庭が安心して子どもを産
み育てられ、子どもたちが健やかに成
長できる地域社会の実現に向け、必要
な施策に重点配分を行ったほか、熊谷
の未来のまちづくりにおいて、重要な
拠点となる北部地域振興交流拠点施
設や、第２中央生涯活動センター、池
上地区の道の駅などの施設整備に係
る事業に積極的に予算配分を行ったも
のである。

■令和７年度補正予算
　国の臨時交付金等を活用する事業の
ほか、「小学校校舎大規模改造事業」
や「小学校・中学校体育館空調設備整
備事業」を前倒して計上し、令和８年
度に繰り越して実施する。 
　また、保育所等の運営に必要な標準
的な単価を定めた公定価格が改定され
たことに伴い、保育所等に対する委託
料や給付費を計上するほか、各事業費
の確定などに伴い関係経費を補正する
ものである。

3 月 定 例 の会

（一部抜粋）市 長 の 施 方政 針

概 要

開
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・会議録署名議員の指名
・会期の決定
・報告事項

・市長の施政方針演説
・全議案の上程
・議案説明

・全議案に対する質疑～委員会付託

・付託された議案について審査（質疑～討論～採決）

・21 人の議員による一般質問（４ページ参照）

・各委員長報告～質疑～討論～採決
・議員提出議案および委員会提出議案上程～質疑～討論～採決

・追加議案上程～質疑～討論～採決

会期：２月２５日～３月１７日の２１日間

定  例  会
令和 8 年第 1 回

令和８年度一般会計予算などの
市長提出議案３０件を可決、１件を承認、
人事案件３件に同意
議員提出議案３件、委員会提出議案１件を可決

２ 月２５日 本会議（開会）

３月 ２ 日 本会議

３月 ３ 日 総務文教常任委員会・環境産業常任委員会
３月 ４ 日 市民福祉常任委員会・都市建設常任委員会

３月 ９ 日・１０日・１１日

３月１７日
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令和 8 年 第 1 回定例会 審議結果 

♦市長提出議案（２９件）

♦議員提出議案（２件） ♦委員会提出議案（１件）

♦市長提出議案（５件）

♦議員提出議案（１件）

◎全議員が賛成した議案

◎賛否が分かれた議案

議案
番号 議案件名 審議結果

議案
第1号

専決処分の承認を求めることについて
（令和７年度熊谷市一般会計補正予算（第７号）） 承認

議案
第5号

令和８年度熊谷市熊谷都市計画事業土地区画整理事業特
別会計予算 原案可決

議案
第7号 令和８年度熊谷市水道事業会計予算 原案可決

議案
第8号 令和８年度熊谷市下水道事業会計予算 原案可決

議案
第9号 令和７年度熊谷市一般会計補正予算（第８号） 原案可決

議案
第10号 令和７年度熊谷市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 原案可決

議案
第11号

令和７年度熊谷市熊谷都市計画事業土地区画整理事業特
別会計補正予算（第１号） 原案可決

議案
第12号 令和７年度熊谷市後期高齢者医療特別会計補正予算（第３号） 原案可決

議案
第13号 令和７年度熊谷市水道事業会計補正予算（第２号） 原案可決

議案
第14号

熊谷市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に
関する条例等の一部を改正する条例 原案可決

議案
第15号

熊谷市一般職職員の給与に関する条例の一部を改正する
条例 原案可決

議案
第16号 熊谷市手数料徴収条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第17号 熊谷市公民館条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第18号 熊谷市星渓園条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第19号 熊谷市児童福祉審議会条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
番号 議案件名 審議結果

議案
第20号

熊谷市こども医療費の助成に関する条例等の一部を改正す
る条例 原案可決

議案
第21号 熊谷市建築物駐車施設附置条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第22号

熊谷市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部
を改正する条例 原案可決

議案
第23号 熊谷市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第24号 熊谷市立児童クラブ条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第26号 熊谷市火災予防条例の一部を改正する条例 原案可決

議案
第27号

熊谷市特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定め
る条例 原案可決

議案
第28号 市道路線の認定について 原案可決

議案
第29号 市道路線の廃止について 原案可決

議案
第30号

事業契約の締結についての変更について
（（仮称）道の駅「くまがや」整備事業（その 1）） 原案可決

議案
第31号

事業契約の締結についての変更について
（（仮称）道の駅「くまがや」整備事業（その 2）） 原案可決

議案
第32号 熊谷市副市長の選任について（増田和昭氏） 同意

議案
第33号 熊谷市副市長の選任について（吉澤隆氏） 同意

議案
第34号 人権擁護委員候補者の推薦について（關根真由美氏） 同意

○：賛成　×：反対　退：退席

議案
番号 議　案　件　名

議席番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
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審議結果 表　　　　　　　決
議案

第2号 令和８年度熊谷市一般会計予算 原案可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※

〇 〇 〇 ×〇 × 〇 〇〇

議案
第3号

令和８年度熊谷市国民健康保険特
別会計予算 原案可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×〇 × 〇 〇〇

議案
第4号

令和８年度熊谷市公共用地先行取
得特別会計予算 原案可決 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇〇

議案
第6号

令和８年度熊谷市後期高齢者医療
特別会計予算 原案可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×〇 × 〇 〇〇

議案
第25号

熊谷市国民健康保険税条例の一部
を改正する条例 原案可決 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ×〇 × 〇 〇〇

議提議案
第2号

アメリカとイスラエルによるイラン
攻撃を非難し、軍事攻撃も報復攻撃
も即時中止を求める決議

原案可決 〇 × 〇 × 〇 × 〇 × × 〇 × × 〇 × 〇 〇 〇 〇 × 〇 ※ × 退 〇 〇× 〇 〇 〇×

※　議長は採決に加わりません。

議案
番号 議案件名 審議結果

議提議案
第1号

熊谷市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正
する条例 原案可決

議提議案
第4号

熊谷市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の
一部を改正する条例 原案可決

議案
番号 議案件名 審議結果

委員会
提出議案
第１号

熊谷市議会委員会条例の一部を改正する条例 原案可決

◎その他（１件）
・　　�「議提議案第３号　外交努力により中東地域の早期事態収拾を求める意見書」については提案議員から同議案を撤回したいとの申出があり、本会議で当該議案
の撤回について承認しました。
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通告順１番　三浦　和一 議員　 　 5p
１　「中心市街地活性化基本計画」と北部地域振興

交流拠点施設（仮称）について 
２　熊谷市におけるマイナンバーカードの現状と
　　今後の展開について 
３　電力消費データを活用した見守りサービスに
　　ついて

通告順 2 番　林　幸子 議員　　　 5p
１　身寄りのない高齢者が安心して生活できる社会

の実現を目指して 
２　熊谷市道路修繕計画に基づく維持管理について 

通告順 3 番　石川　広己 議員 　　 5p
１　職員の継続雇用について
２　「帰宅困難者対策協議会」について

通告順 4 番　福田　勝美 議員　　 6p
１　首都直下地震対策について
２　小・中学生の防災教育について

通告順 5 番　田中　正 議員 　　　 6p
１　市が管理する公園における樹木伐採に対する
　　市の役割分担の在り方について 
２　熊谷市におけるヤード対策について

通告順 6 番　江田　大助 議員　　 6p
１　障害者手帳を持たない難病当事者の雇用機会の

確保と、熊谷市の障がい者雇用について
２　自転車利用に対する新制度について

通告順 7 番　池井　光吉 議員　　 7p
１　熊谷市管理の道路・河川・排水路・公園に
　　おける雑草抑制対策について 
　　－除草から防草へ－ 
２　熊谷市の人権教育・人権啓発活動の取組について 

３月９日 

通告順 8 番　大山　美智子 議員　 7p
１　二学期制の検証を求める

通告順 9 番　黒澤　三千夫 議員   7p
１　ふるさと納税について 
２　キッチンカーについて 

通告順 10 番　白根　佳典 議員　  8p
１　ＰＦＩについて 
２　各種計画について 

通告順 11 番　影山　琢也 議員　 8p
１　市内中小企業の経営環境と支援策の検証について 
　　－都市の「稼ぐ力」をいかに育てるか－ 

通告順 12 番　桜井　くるみ 議員 8p
１　就学援助制度の充実で子どもの学び保障を　その２ 
２　鳥獣被害を防ぐために　その３ 

通告順 13 番　小島　正泰 議員　 9p
１　熊谷市庁舎整備基本計画（素案）について 
２　投票所について

通告順 14 番　臼杵　健 議員　　 9p
１　熊谷の義務教育を次の１０年へ
　　－熊谷市教育振興基本計画の点検と次期計画
　　づくりについて－
２　意見公募（パブリックコメント）制度の見える

化と参加拡大及び意見に対する市の考え方
　　（回答）の質の向上について  

３月１０日 

通告順 15 番　小林　拓朗 議員　 9p
１　荻野吟子関連事業について 
　　－地域の偉人を政策にどう活用するのか－ 
２　続・熊谷うちわ祭について 
　　－地域の祭を政策にどう活用するのか－ 

通告順 16 番　沼上　政幸 議員　 10p
１　不妊治療の現状等について 
２　消防行政について　その４ 

通告順 17 番　小林　國章 議員　 10p
１　各種証明書の取得状況及び行政センターの
　　整備計画について

通告順 18 番　権田　清志 議員　 10p
１　「新熊谷ブランドの創造」とは何か

通告順 19 番　山本　絢女 議員　 11p
１　熊谷市新庁舎と埼玉県北部地域振興交流拠点
　　施設（仮称）の整備について

通告順 20 番　田中　純一 議員　 11p
１　物価上昇局面における本市の大型公共事業と
　　財政運営の在り方について

通告順 21 番　須永　宣延 議員　 11p
１　キャリア教育について 
２　空き家対策について 

３月１１日

市政、 知りたい！ここが
一般質問
（要旨）

　一般質問は、定例会で議員が議案に関係なく市政全般に
わたる市の方針等について質問し説明を求めるものです。
　3月定例会では、21人の議員により行われました。

交通安全宣言都市・くまがや

一 般 質 問市政を問う
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一 般 質 問 市政を問う
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身寄りのない高齢者が安心して生活
できる社会の実現を目指して

「中心市街地活性化基本計画」と北部
地域振興交流拠点施設（仮称）について

問　中心市街地活性化を進めるため、
今まで以上に、経済団体等と積極的
に情報提供や情報交流を図っていく
必要があると思うが、どう考えるか。
答　中心市街地の活性化には、民間
の視点や活動が必要不可欠なため、
現在、まちなかの活性化に取り組む
団体と熊谷市で構成する「星川まち
なかアセット活用公民連携会議」を月１回開催し、
活動に係る情報共有や意見交換を行っている。
問　市長が東京で行った企業誘致セミナーの内容と
今後の予定について。
答　市内経済の活性化に向けたオフィス需要の喚起
を図るため開催し、「ＢＣＰ業務継続・第二拠点は
熊谷へ」と題し、熊谷市の紹介、優位性等を話した。
来年度以降もセミナーを開催し、本市の地域資源が
生み出す優位性を売り込むとともに、中心市街地に
おける都市機能の充実による魅力あるまちづくりを
推進していきたいと考えている。
問　北部地域振興交流拠点および新庁舎の建設が及
ぼす中心市街地への影響について。
答　コミュニティひろばに県と共同で整備する北部
地域振興交流拠点施設には、熊谷市役所、産業振興
施設、県立図書館等の整備を予定しており、熊谷駅
や星川通りをはじめとする中心市街地との連携が図
りやすくなると考えられ、新たな交通動線を取り入
れるなど、同施設の利用者のまちなかへの回遊を促
すことにより、土地や建物といった不動産の一層の
流動化を図り、まちの活性化へと導いていきたい。
　さまざまな基本計画を市民、事業者に伝え、市と
の共通理念を築いて、市民協働のまちづくりを進め
られるような、情報共有や意見交換の機会を多く
作っていただきたい。（商業観光課、企業活動支援課）

問　賃貸住宅の入居・更新に係る保
証人、突然の入院や日常の通院の付
き添い、緊急連絡先の指定の受託、
介護施設等への入所の際の連帯保証
や買い物の支援など、身寄りのない
高齢者への支援について伺いたい。
答　相談や通報を受けたケースワー
カーが、地域包括支援センター等と
連携しながら、施設への入所や病院への入院の手続
き、貴重品の確認、遠方の親戚等への連絡、成年後
見制度や生活保護制度の案内など、個別の状況に応
じて、必要な支援を行っている。
問　厚生労働省は、頼れる家族がいない高齢者を支
援する新たな公的制度を創設する方針を固めてい
る。想定される支援内容と市としてどのような準備
を進めていく必要があると考えるか。
答　国では社会保障審議会福祉部会において、身寄
りのない高齢者等への新たな支援事業を社会福祉法
に位置づけることを含めた報告書を取りまとめた。
この報告書には、社会福祉協議会等が実施主体とな
り、日常生活支援に加え、入院・入所等の手続支援
や死後事務支援も利用でき、要件を満たせば無料ま
たは低額で利用できる仕組みが記されている。この
仕組みの実施には、市と社会福祉協議会等が連携し、
包括的な相談・調整窓口の整備を進める必要がある
と考える。
　新たな支援事業の実施主体として有力視される社
会福祉協議会は人員に限りがあるため、ＮＰＯ法人
や民間企業など多様な主体の参画が想定されるが、
最大の懸念は人材不足と財源問題である。このよう
な懸念材料はあるが、早ければ来年春の改正法施行
も見込まれることから、市としても必要な準備を進
めていただくよう要望する。（長寿いきがい課）

問　目的について。
答　災害等により公共交通機関が停
止した場合に、熊谷市主要駅周辺で
帰宅困難となる者に対して、「公助」
だけでなく「自助」「共助」も含め
た地域での連携により必要な支援を
図ることである。
問　具体的な活動について。
答　主なものとして、当該協議会の開催に関するこ
と、駅利用者等への帰宅困難者対策の普及啓発に関
すること、帰宅困難者対策訓練に関することである。
問　構成団体の役割分担について。
答　鉄道事業者の JR 熊谷駅、籠原駅および秩父鉄
道熊谷駅は駅構内の整理・誘導、市が設置する総合
案内所用の資機材の提供、駅滞留者等の状況・運行

情報の提供を、熊谷ホテル旅館組合および熊谷市文
化振興財団は一時滞在施設の提供を、アズ熊谷、ティ
アラ21およびショッピングセンターニットーモー
ルは来場者への情報提供を、熊谷商工会議所は会員
企業への情報提供を担当する。行政機関としては、
熊谷警察署は帰宅困難者や滞留者の誘導および交通
規制等の実施を、埼玉県は広域対応および市への支
援を担当する。市は危機管理課が事務局として総合
調整を、広報広聴課が市民・帰宅困難者への広報を、
市民活動推進課が総合案内所の運営・一時滞在施設
への誘導を、教育委員会が一時滞在施設の提供を、
産業振興部が備蓄品による物資の支援を担当する。
問　来年度の訓練内容計画について。
答　各駅からの運行停止と施設準備依頼、再開見込
みなしと施設開設依頼の2段階の連絡を想定し、電
話、メール、ファックスを使用した構成員間での情
報共有体制の確認と強化を図る情報伝達訓練を予定
している。（危機管理課）
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み

議員
（友和会）
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議員
（公明党）
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議員
（公明党）

「帰宅困難者対策協議会」について

顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます

男女共同参画宣言都市・くまがや
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顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます

市が管理する公園における樹木伐採
に対する市の役割分担の在り方について

首都直下地震対策について

問　首都直下地震が発生した場合の
本市の被害想定について伺う。
答　最も甚大な被害を及ぼす地震と
して、深谷断層帯を震源とする関東
平野北西縁断層帯地震で、震度は市
内の広範囲で６強以上、一部で７と
なり、全壊 4,300 棟以上、死者 284
人、負傷者約 1,900 人にのぼると見
込まれており、大規模災害時には多数の市民が避難
所生活を余儀なくされることを想定している。
　特に、中心市街地では、多数の市民を収容できる
避難施設が不足しており、その中でも市民体育館は、
昭和 40 年の竣工から 60 年以上が経過し老朽化が
著しく、耐震基準も満たしていないことから、避難
所として使用することができないのが現状である。
このため、防災・災害対策の観点からも、市民体育
館の整備は急務であると強く認識している。
問　地震が発生した場合の地域防災組織の連携につ
いて伺う。
答　避難所の円滑な運営には、地域の皆様による自
主的な協力が不可欠な中、本市では現在 266 組織
の自主防災組織があり、複数の組織により地区防災
計画の策定や合同訓練など積極的に取り組んでいる
地域もあることから、大規模災害時にその連携が生
かされるものと考えている。
　被害を軽減するためには、自助、共助、公助の連
携が不可欠であり、特に共助の意識が重要である。
今後も自主防災組織への支
援を積極的に行うとともに、
市民の皆様と共に地域の防
災力を高め、災害に強いま
ちづくりに取り組んでいく。

（危機管理課）

問　老木化や倒木リスクのある樹木
の調査をどの程度実施しているか。
答　年２回、市職員が分担し、市内
全ての公園を巡回し、樹木の樹勢、
空洞等の異常がないかを目視、打音
等で確認している。
問　樹木管理のため、市が委託して
いる年間予算額、決算額、実施件数
の過去３年分は。
答　令和４年度から６年度までの年間の予算額、決
算額および委託発注件数の順で、令和４年度が
72,495,000 円、71,663,700 円、40 件、５年度が
71,335,000 円、70,237,992 円、33 件、６年度が
90,317,000 円、90,307,774 円、52 件である。
問　危険木対応のための緊急予算枠はあるか。
答　危険木対応の緊急予算枠は予備費としては確保
していないが、市内全体の都市公園等を適正に維持
管理する予算枠の中で対応している。
問　老木化している樹木が増えている現状を踏まえ、
現行予算で十分対応できていると認識しているか。
答　市内には 400 カ所以上の公園等がある一方で、
近年は樹木の大木化・老木化も進行しており、その
対応は課題と考えている。そのため、毎年の点検結
果を次年度の予算編成に反映し、対応している。
問　予算不足を理由に伐採や大幅な剪定が後回しに
なっているケースはないか。
答　限られた予算の範囲内で優先度に応じて対応している
ことから、対応の順番が前後することもあると認識している。
問　本市の樹木は今後一斉更新を迎える可能性があ
るが、中・長期の財政計画は策定しているか。
答　樹木更新に対する中・長期計画については、現
在策定の予定はないが、今後このような視点を取り
入れながら研究してまいりたい。（公園緑地課）

　現在、希少・難治性慢性疾患を含
む難病者は全国に700万人いるとさ
れており、そのうち、障害者手帳を
取得しているのは１割程度とされて
いる。難病当事者は障害者雇用枠の
算定対象でないことから、一般就労
での就職となるが、その就労困難性
においては障害者と同等であり、働
きづらさはそのまま生きづらさに直結し、社会的に
も孤立する方が大勢いる。昨年10月、厚生労働省
において、障害者手帳を有さない難病当事者を障害
者雇用率の算定対象に含める検討がされたことから、
こうした方々の雇用機会創出に向け、本市としてど
のような課題認識を持っているのか、以下質問する。
問　改定が予定される法定雇用率算定対象拡充に向

け、障害者手帳を持たない難病当事者の雇用機会確
保として、市職員の採用対象とすることへの見解は。
答　現状では、一般職員と同じ枠で受験していただ
くことになるが、現在、国の研究会で障害者の法定
雇用率の算定対象とすることの検討を行っているの
で、その動向を注視していく。
問　市として独自に難病当事者の採用枠を設けるこ
とについて、どのように考えるか、市の見解を伺う。
答　既に難病当事者の採用枠を実施している都道府
県など、規模が大きく業務範囲が広い地方自治体と
比較すると、本市の場合、難病の特性に応じた、提
供できる業務の切り出しが困難と思われること、ま
た、各職場の繁忙状況等を考慮すると、現時点では、
本市独自に採用枠を設けることは考えていない。
　東京都で難病者の雇用における大きな政策転換が
図られたことを受け、今後、こうした動きは全国的
にも加速していくと考えられる。まずは情報収集と
研究に努めていただくことを要望する。（職員課）

障害者手帳を持たない難病当事者の雇用機
会の確保と、熊谷市の障がい者雇用について
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　ふるさと納税制度は地域の魅力を全
国に発信するとともに自主財源を確保
する重要な制度である。約5,967万
円の寄付金額は全国市町村中1,324
位、県内では36位であり、県内上位
自治体と比較して大きく差をつけられ
ている。そこで、以下質問する。
問　本市の取り組みについて。
答　直近３年間で79品目の新規返礼品を追加し、肉
類や地元野菜等の特産品や、ゴルフコース利用券、が
んドックの検診サービス、地域電子マネーである「ふ
るさとクマＰＡＹ」など113品の本市ならではの多様
な返礼品を用意している。本年度よりポータルサイト
として「さとふる」を新たに加え、目に留まりやすく寄
付しやすい環境整備に努めている。

問　現状認識と課題について。
答　過去３年度分の寄付受入額が各年度5,000万円台
の横ばいで推移しており、本市の課題と認識している。
問　返礼品事業者の掘り起こしについて。
答　熊谷市観光協会と連携し、積極的に市内企業にア
プローチするなど、同協会の広域的なネットワークを
最大限活用するとともに、市長自ら企業訪問し新たな
返礼品を開拓するなど掘り起こしを進めている。
問　ふるさと納税返礼品事業者としてのメリット・デメ
リットを伺う。
答　メリットは販路の拡大や、自社商品を全国にＰＲ
できる絶好の機会となる。デメリットは定期便としての
返礼品は発送管理が煩雑となる。
　関東地方発明表彰「埼玉県知事賞」「発明奨励賞」を
受賞した市内の企業にアプローチし新規開拓すること
で、全国の注目度アップにつなげ、まずは県内上位自
治体の寄付額である10億円を目標に取り組むことを
要望する。（企画課）

二学期制の検証を求める 熊谷市の人権教育・人権啓発活動
の取組について

問　現在行われている人権教育の各
種活動の取り組みと目的を伺いたい。
答　本市では、日本国憲法の基本
的人権の尊重と法の下の平等の基
本理念や熊谷市人権尊重都市宣言
の具現化に向けて、人権施策推進
指針および人権教育実施方針を策
定し、さまざまな人権課題に対し、
全ての市民が自分事として捉え、お互いの人権を大
切にするため、自ら行動し共に生きる人権尊重社会
の実現に向け、さまざまな人権教育・啓発に取り組
んでいる。具体的な取り組みとして、人権教育では、
子供達への授業を中心とした教育をはじめ、市民を
対象とした研修として、ハートフルセミナー「人権
問題研修会・指導者養成講座」や人権フェスティバ
ル、公民館による人権教育研修会の開催、さらに、
企業内研修会への講師派遣などを行っている。
　人権教育とは、「人権尊重の精神の涵

か ん

養
よ う

を目的と
する教育活動」であることを人権教育・啓発白書よ
り引用したが、涵

か ん

養
よ う

とは、自然に水が染み込むよう
に、徐々に養い育てることとある。また、差別の始
まりは、自分と違う他者に対する無理解と偏見。偏
見とは、十分な客観的証拠のない中、初めから他人
のことを悪く考えることである。SNS 等の普及に
より、デマや偏った情報があふれているような世情
の中で、人権を考えるならば、お互いを理解し合う、
日頃からの交流の場や学びの場、情報発信の場が最
重要であると考える。本市において、これからも新
たな公共施設が計画される中、「人権尊重宣言都市」
にふさわしい、東京都人権プラザのような、常設展
示も含め、学びの場、交流場所となるような情報発
信エリアを新たに計画に加えていただくことを要望
する。（社会教育課）

　令和４年度の文部科学省の調査
では、二学期制の実施割合は小学校
22.3%、中学校20.4%と大変低く
なっている。二学期制に対する保護者
や現場の先生から、「二学期制がよい
という話を聞いたことがない」、「三学
期制では休み前に通知票が出ることで
課題等がはっきり見え、二学期、三学
期へ向けて切り替えやすい」、また先生方の組合から、
「二学期制を続けるかどうか、保護者や教職員からア
ンケートを取るなど、広く意見を求め、結果を十分考
慮して決定してほしい」など、要望が出ている。本市
は2002年度に二学期制を導入したが、その後の検
証はどうしているのか、そこで質問する。
問　県内で二学期制を導入している自治体は、本市
の他、戸田市、越生町の２市１町とのことだが、少
なくなった要因はどのようなことと考えるか。
答　主に長期休業前の通知票を望む声が保護者から
多く寄せられたことや、二学期制の成果が特段見ら
れなかったことが要因のようである。
問　学期制を検討する資料として、保護者アンケー
トなど、保護者の声を聞く取り組みの計画はあるか。
答　検討委員会での協議の過程で、アンケートなど、
広く保護者の声を聞く必要があると判断した場合
は、その機会を設けたいと考えている。
問　（仮称）熊谷市立学校学期制検討委員会を設置
し、検証・検討を求めるが、市の考えについて伺う。
答　来年度「熊谷市教育課程検討委員会」を設置し、
今後のカリキュラムについて検討し、準備を進める
予定である。検討委員会では国の方向性を踏まえ、
小・中学校のカリキュラム等を中心に検討するが、

「二学期制についての検証」も行う予定である。
（学校教育課）

ふるさと納税について
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（民主くまがや）

顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます
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市内中小企業の経営環境と支援策の検証に
ついて－都市の「稼ぐ力」をいかに育てるか－

ＰＦＩについて

問　ＰＦＩは官民共同事業の一形態
で、本市でも本格導入されたが、当
初からかなりの増額となっている。
そもそもＰＦＩに応募する事業者が
少ないので、民間事業者にリスクを
負担させるためにコスト削減が最大
化できるという、ロジックが働いて
いないと思うが、子育て支援・保健
拠点施設と（仮称）道の駅「くまがや」の現状、増
額要因も含めて伺う。
答　賃金および物価の変動に基づく工事請負費の増
額等が要因である。
問　ＰＦＩ等に適している事業と適していない事業
はどのようなものか。
答　適している事業としては収益性があり、民間の
経験やノウハウが生かせ、長期にわたり継続される
事業などで、適さない事業としては、収益性が見込
めず、民間事業者の経営リスクが過大となるものや、
施設の専門性が高く、民間のノウハウを活用する余
地が少ない事業などがあげられる。
問　どのような点で収益性があると判断するのか。
答　施設の特性から提案事業やイベント等の開催に
よる収益が見込めるか、また、運営を見据えた設計・
施工を一括発注することで、事業者の採算や行政コス
トの縮減を見込めるかなど総合的に判断している。
問　資金調達までＳＰＣが行っている施設はどこか。
答　現時点で特別目的会社（ＳＰＣ）が資金調達を
行っている施設は、（仮称）道の駅「くまがや」と
新熊谷学校給食センターとなる。
　インフレが加速し、将来人口の見通しが不鮮明だ
が確実に減っていく状況では、今まで以上に慎重な
ＰＦＩ事業導入の可否の判断が求められていると考
える。（施設マネジメント課）

　本市において、これまでさまざま
な中小企業支援策が講じられてき
た。その支援策が実際にどのような
効果を生み、どのような課題が残さ
れているのか改めて検証し、将来に
向けた方向性を問う。
問　本市の中小企業支援の現状と課
題について。
答　熊谷市中小企業一般事業資金融資の貸し付け
件数は、現在は、物価高騰による資金需要増加の影
響で利用が増えている。
　昨年 10 月に実施した景気動向に関するアンケー
トによると、人材の強化、収益性の向上が優先的な
経営課題として挙げられた。
問　賃上げを後押しする環境整備の支援について。
答　新事業への取り組みにより経営環境の向上を
目指す事業者を支援する経営革新計画策定支援事
業、建設事業者向けに労働環境改善を図る屋外現場
作業負荷軽減支援事業について、本定例会の補正予
算で提案している。
問　将来の産業構造について、どのような分野や産
業の成長を見据えているのか。産業の方向性にどの
ようなビジョンを持っているのか。中小企業や農業
などの地域産業をどのように位置づけているのか。
答　中心市街地における都市機能の充実を図ると
ともに、産業用地を創出し、製造業・物流業を中心
とした企業誘致を推進することで、本市の産業拠点
性を高め、既存の事業者への経済波及効果を生み出
していきたいと考えている。さらに、地域ブランド

「晴れまち」のもと、農・商・工が連携することで、
熊谷独自の価値を生み出し、産業全体の活性化を目
指していく。

（企業活動支援課、農業政策課）

　アライグマ、ハクビシン、タヌキの
捕獲は、令和６年度、アライグマ1,130
頭、ハクビシン106頭、タヌキ131頭、
イノシシ１頭で、年々増えている。
問　アライグマ、ハクビシン、イノシ
シの捕獲手順、処分方法を伺う。
答　アライグマは、市民からの目撃情
報を受け次第、防除を委託している熊
谷猟友会へ連絡し、箱わなの設置、捕獲、処分を行っ
ている。ハクビシン・イノシシは、保護対象となるため
原則捕獲は行わないが、農業被害等のおそれがある場
合、熊谷猟友会に協力いただき、捕獲、処分している。
問　アライグマの捕獲、処分のための資格等は。
答　捕獲には捕獲等従事者証が必要である。従事者証
の発行には、埼玉県主催の研修会の受講が条件で受講

費、従事者証の発行費ともに無料である。
問　ハクビシン、イノシシの捕獲、処分に必要な許可・
免許等は。
答　有害鳥獣捕獲許可が必要で、原則、狩猟免許を有
することが条件となる。許可に費用はかからないが、
わな猟の狩猟免許の取得には5,200円かかる。
問　猟友会の方の免許取得や更新費用に対し市の補
助はあるのか。また、保険等に加入しているのか。
答　猟友会は、本来、狩猟を愛好する方々の団体であ
ることから、免許取得や更新費用に市が補助を行うこと
は、なじまないと考える。委託しているアライグマの防
除については、すでに傷害保険に加入している。
問　捕獲・処分に関しての課題は何か。
答　箱わなは、現在111基保有しているが、アライグ
マの繁殖数の増加に対し不足している。また、イノシシ
は警戒心が強く、箱わなでの捕獲が難しいことが課題
である。
（環境政策課）

鳥獣被害を防ぐために　その３
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一 般 質 問市政を問う顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます
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問　国内外での吟子の知名度上昇の
ためにどのような方策を打つべきか。
答　知名度向上には幅広い層へ多角
的に継続的にアプローチすることが
重要。広く世間の共感を呼ぶ朝ドラ
化は効果的と考えるので、その題材
となるよう関係団体と連携し、各種
事業を実施し、気運醸成を図りたい。
問　荻野吟子聖地巡礼ルートの再整備とデジタルガ
イドマップやＶＲ・ＡＲアプリ等を活用した体験型
観光の提案を今後検討できないのか。
答　熊谷市を訪れる方の満足度を高めるため、提案
された各種コンテンツ整備は重要と考える。新規作
成について今後庁内各部署と協議、検討したい。
問　女性特有の健康課題解決策、いわゆるフェムテ

ックと吟子を関連させた市の政策を検討できないか。
答　フェムテックに関する施策は重要。吟子と関連付
けた政策を含め、全庁的に検討したい。（商業観光課）

問　公式うちわ祭グッズの売り上げは全て観光協会に
入るのか。運営側に売り上げ還元システムはあるか。
答　現在、観光協会が作成したグッズの売り上げは
観光協会の収入となり、還元する仕組みはない。
問　うちわ祭関係のふるさと納税返礼品がない理由は。
答　返礼品として利用可能な商品が開発されていな
かった。今後、観光協会等と協議したいと考えている。
問　花火大会のような有料観覧席等を設けて、膨ら
み続けるうちわ祭の運営費を支援する施策の検討は。
答　主催者である八坂神社や年番町等お祭り関係者の
意見を伺いながら、可能性を検討したい。（商業観光課）

熊谷の義務教育を次の１０年へ－熊谷市教育
振興基本計画の点検と次期計画づくりについて－

熊谷市庁舎整備基本計画（素案）
について

問　県との合築による縮減額、ま
た、金額以外のメリットは。
答　現段階の概算では、約 14 億円
から約 29 億円程度の縮減効果を想
定している。金額以外では、限られ
た敷地を最大限に活用できること、
またエントランス部分等の共有部分
を共用することで効率的な利用や管
理が図られる。また、本市のみならず県北地域全体の
活性化につながる拠点になるものと認識している。
問　１階に市役所来庁者のための機能はないか。
答　市役所来庁者への総合案内を設置する。
問　最上階に議場を設置する理由について。
答　議会は市民の負託に応える議決機関として、独立
性、静穏性、セキュリティ確保の観点や、天井高が必
要な特殊構造であることから、最上階に配置すること
が合理的であると考えている。また、近年、市庁舎を
整備した県内自治体の多くは、議場を最上階に配置し
ている。
問　新庁舎開庁後の想定来庁者数・徒歩・自動車利用
の予測は。
答　現時点では具体的な来庁者数等の予測は行って
いないが、人口推計を参考に算出したところ、令和８
年１月時点と比較して、開庁後の令和 17 年には約 7.2
パーセントの人口減少が見込まれていることから、来
庁者数も一定程度減少するものと想定している。
問　近隣住民の交通懸念に対する市の認識と対応は。
答　建設予定地周辺の交通対策について、関係機関
と協議を重ね、一定の方向が出たことから、今月、近
隣住民や事業者を対象とした説明会を実施した。参
加者から髙城神社参道へ流入する車両や市役所通線
の駐車、通学路等について御意見をいただいた。

（北部拠点整備推進室）

問　「学力日本一」とは何か。
答　「日本一」というのは、単に順位
が一番であるという意味にとどまら
ず、広い意味で日本で唯一の、たっ
た一つしかない輝きをもった素晴らし
い子供たちを目指すという意味が込
められている。熊谷の子供たち一人
一人が、愛する郷土熊谷に学びなが
ら、「知・徳・体」、つまり、自分の持っているよさを
十分伸ばして一人一人が輝く、そんな子供たちになっ
てほしい、そんな熊谷の教育を目指すという意味の言
葉である。公表している全国学力・学習状況調査の
結果や体力テストの結果は、目に見える形の学力の
一部として、児童・生徒一人一人の頑張り、輝きが
数値となった表れの一つと捉えている。
問　次期計画に向けた学校・家庭・地域の対話は。
答　全校で学校運営協議会制度を導入し、地域住民
や保護者と連携して学校運営に取り組んでいる。校区
連絡会やＰＴＡ役員会等で意見を伺うほか、市報や
ホームページ等で教育方針を周知している。さらに令
和８年度は中学生との座談会や小学生とのランチミー
ティングも計画し、これらの取り組みを通じて、多様
な方の声に耳を傾け、次期計画策定の参考とする。
問　現計画の検証と次期計画策定のスケジュールは。
答　現計画の検証は「熊谷教育に関する点検・評価」
や学校評価等を通じて改善し、毎年作成する「熊谷
教育指導の指針」に反映している。次期計画は、施
策の柱が次期熊谷市総合振興計画と連動するため、
歩みを共にしながら、令和８・９年度の２年間でさま
ざまな声を参考に具体的取り組みを検討していく。
　今後も国の動向を注視しながら、子供たちの知・徳・
体のバランスのとれた学力の育成に向け、次期計画
を策定していく。（学校教育課）

荻野吟子関連事業について
－地域の偉人を政策にどう活用するのか－

続・熊谷うちわ祭について
－地域の祭を政策にどう活用するのか－
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一 般 質 問 市政を問う 顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます
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交通安全宣言都市・くまがや

問　「新熊谷ブランドの創造」とは。
答　熊谷で暮らすことの価値を実感
し、市民の皆様はもとより市外の皆
様にも誇れる熊谷を目指し、地域の
宝である子どもたちの健やかな成
長、子育て世代への積極的な支援に
加え、子どもの将来を見据えた投資
となる取り組みを進め、未来に希望
をもち笑顔で暮らせるまちへと発展させていきた
いとの想いを込め、取り組んでいく。
問　中心市街地周辺エリアの将来展望は。
答　東部エリアは、アクセス向上により、新たな
産業拠点等も構想に入れつつ、ソシオ流通センター
駅周辺エリアの開発と企業誘致を推進し、産業の
集積を目指し、また、（仮称）道の駅「くまがや」

を整備し、地産地消とにぎわいの創出により多く
の方に親しみをもっていただける場を目指す。　
　西部エリアは、籠原駅周辺土地区画整理事業を
促進し、本市特有の暑熱対策等を考慮した環境配
慮型の良好な住環境を形成するほか、今後の公共
施設の集約や複合化等アセットマネジメントに関
する事業の進捗を見据えた取り組みも進める。　
　南部エリアは、（仮称）樋春地区産業団地の整備
を促進し、企業誘致をするとともに、県道胄山熊
谷線の西部を促進し、消防力を強化するため、新
たに南部地区に消防庁舎を整備する。
　北部エリアは、乗合型オンデマンド交通の導入
等、多様な移動ニーズにきめ細かく対応するほか、
利根川新橋の建設実現によるアクセス向上を通じ
て、産業振興を図っていく。併せて、利根川沿岸は、
国の堤防強化対策の促進など自然災害への対策の
強化を図っていく。
（政策調査課）

各種証明書の取得状況及び行政
センターの整備計画について

不妊治療の現状等について

問　熊谷市内の不妊治療の現状は。
答　一つの病院が体外受精を実施。
問　不妊治療費助成を拡大する意義は。
答　子どもを望む夫婦が経済的な理由で
治療を断念することなく、安心して希望す
る治療を受けられる環境を整えることは、
次世代育成支援等につながると考えている。
問　不妊治療費助成事業の申請件数は。
答　令和４年度 108 件、５年度 101 件、６年度 148 件。
問　不妊治療費助成事業利用者の治療内容や年代は。
答　顕微授精と体外受精が多数を占めており、利用
している方々の年代は多い順に30 歳代、40 歳代、
20 歳代である。（健康づくり課）

問　消防用ドローンの具体的な活用状況について。
答　火災現場の情報収集や行方不明者の捜索活動等。
問　実例を含む導入効果について。
答　河川敷の高齢者の捜索活動では、上空からの映
像による検索活動で速やかに救出をした事例がある。
問　マイナ救急のシステムについて。
答　救急隊員が搬送先医療機関の選定、適切な処置
を円滑に行うため、マイナ保険証から医療情報を閲
覧できるシステムである。
問　実例を含むマイナ救急の効果について。
答　会話ができない傷病者に対し、マイナ保険証を
活用し、適切な医療機関の選定ができた事例がある。
問　時間短縮が求められる消防の今後の対応方針は。
答　１秒でも早く現場に駆け付け、対応方針を決定す
ることが、消防に携わるものの使命であり、日々の訓
練を怠らず、災害対応の時間短縮に努める。（警防課）

問　マイナンバーカードの暗証番号
を忘れた人の再設定の方法は。
答　市役所や各行政センター、さく
らめいと出張所にマイナンバーカー
ドを持参していただく必要がある
が、４種類全ての暗証番号について、
その場で再設定が可能である。
問　コンビニ・キオスク端末での手
数料の引き下げについての考えは。
答　窓口の混雑緩和につながることから、検討した
いと考えている。
問　目安となる金額があれば提示いただきたい。
答　目安となる金額は提示できないが、減額を含め
検討していく。
問　令和15年度、新庁舎稼働後の妻沼、大里、江
南の各行政センターの残りの耐用年数と施設利用方
針および各行政センターで業務継続される内容と期
間は。
答　個別施設計画では、令和 15 年度から各施設の
耐久年限までの残り年数は、大里庁舎 10 年、妻沼
庁舎 9 年、江南庁舎 26 年で、新庁舎稼働後の各庁
舎の空きスペースの施設利用方針は、会議室で活用
するなどとしているが、詳細については、来年度見
直し予定の個別施設計画で検討していく予定であ
る。また、各行政センターは、耐久年限を勘案し、
当分の間、窓口サービスを中心に、これまでと同様
の業務を継続する予定である。
　妻沼地域には中学生・高校生が勉強できる静かな
場所がない。新庁舎開庁に合わせ、分庁方式を廃止
し、新庁舎へ機能移転を行うことで、空いた農業関
係部門のスペースの一部を、中学生・高校生が勉強
するオープン・スペースとして活用できるよう要望
する。（施設マネジメント課、市民課）

「新熊谷ブランドの創造」とは何か
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（令新クラブ・自民）

権
ごん

田
だ

清
きよ

志
し

議員
（創新みらい）

消防行政について　その４

一 般 質 問市政を問う顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます
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質
問
動
画
が

見
ら
れ
ま
す

質
問
動
画
が

見
ら
れ
ま
す

質
問
動
画
が

見
ら
れ
ま
す

男女共同参画宣言都市・くまがや

問　小学校段階のキャリア教育は。　
答　自身の将来について考える「キャ
リアパスポート」や成人式で代表の
児童が発表する「ハーフ成人の手紙」
などに取り組んでいる。社会科見学
や五家宝体験などの体験活動を充実
させ、小学校段階から将来に向けて
心を育む指導を行っている。
問　中学生の職場体験について。
答　近隣地域の社会福祉施設や販売・製造業などさ
まざまな事業所の協力により、３日間程度の体験を
実施している。中には地域住民の指導のもと農業体
験に取り組む学校もあり、生徒は働く人の思いに触
れることで勤労観・職業観を深めている。今後も地
元企業等との連携を強化し、地域の産業を学ぶ機会

を充実させていく。
問　文化財を生かしたキャリア教育について。                                                                  
答　郷土への理解を深めるため、小学校の社会科見
学で歓喜院聖天堂や星溪園を訪れている学校もある。
聖天堂では地元ボランティアガイドから歴史背景を
学び、文化財が多くの地域の方の力により守られて
いることを実感している。今後も発達段階に応じた
郷土学習プログラムを工夫していきたい。
問　学校・地域・産業が連携したキャリア教育は。
答　働く意義や目的を理解し、進んで働こうとする
意欲や態度などを育むためには、実際に仕事や地域
活動をしている方と接し、自分自身も実際に体験す
ることが重要であると考える。現状では、フードドラ
イブ活動や文化財や地域施設の清掃など、生徒の主
体的な体験活動を各校の実態に合わせて計画し、実
施している。今後も地域との連携を深め、将来につ
ながる「熊谷ならでは」のキャリア教育モデルの構
築を目指したいと考えている。（学校教育課）

物価上昇局面における本市の大型
公共事業と財政運営の在り方について

熊谷市新庁舎と埼玉県北部地域振興
交流拠点施設（仮称）の整備について

問　新庁舎建設場所の決定等の経
緯、経過、締結された協定等、新聞
報道や議会への説明内容を含め伺う。
答　昨年度策定した市庁舎整備基
本構想において現本庁舎の位置で
の建て替え、コミュニティひろば
への新設、現本庁舎西側駐車場へ
の新設の３案を比較衝量し、コミュ
ニティひろばを最有力の整備候補地として位置付け
た。基本構想策定に至るまでの時系列は、事務局で
検討した素案を令和７年１月 17 日に熊谷市庁舎整
備検討委員会で検討、１月 22 日に市議会全員協議
会で説明、１月 24 日から 30 日まで５カ所でオー
プンハウス型説明会を開催、２月１日から 28 日ま
でパブリックコメントを実施し、この意見募集中に
新聞報道があったと承知している。これらの手続き
を経て、令和７年３月に基本構想として策定、公表
した。この事業に関する本市と県との施設整備に係
る協定書等の締結は現時点では行っていない。
問　市と県の調整会議等の開催状況等および基本計
画策定、今後の整備段階における連携体制について。
答　北部地域振興交流拠点連絡調整会議を令和５年
度に設置、７年度は４回開催。委員構成は、市側は
総合政策部、総務部、産業振興部、都市整備部、建
設部の各部長および北部拠点整備推進室長、県側は
企画財政部、産業労働部の各局長、北部拠点政策幹、
産業拠点整備推進幹で組織され、円滑な整備に必要
な事項等について、対等な立場で検討、調整を行っ
ている。今後の整備等は、県が発注主体となること
が想定されるため、引き続き、連絡調整会議等を通
じて密に連携し意見交換を行い、市庁舎部分、共有
部分の整備に関して必要な意見等を適切に伝えてい
く。（北部拠点整備推進室）

問　今後ピーク時の市債残高はどの
程度を想定しているか。
答　今年度末の市債残高の見込みは約
340 億円だが、今後、新熊谷学校給食
センターをはじめ、北部地域振興交流
拠点や（仮称）新熊谷衛生センターの
整備が本格化するのに伴い、令和９年
度から増加傾向となり、令和 14 年度頃
にピークを迎え、約 840 億円になる見込み。
問　「実質公債費比率」と「将来負担比率」はピー
ク時で何パーセントまで上昇する想定か。
答　実質公債費比率は現在マイナスになっている
が、普通建設事業費の増加に伴い公債費が増加して
いき、令和 11 年度頃からプラスに転じ、ピークと
なる令和 19 年度頃には９パーセント程度になると
見込んでいる。
問　事業の優先順位付けをどのような基準で行って
いるか。
答　総合振興計画や総合戦略などの各種計画との整
合性、緊急性・必要性、費用対効果、市民ニーズ、
財政状況などを総合的に勘案している。今後も、透
明性と公平性を確保しながら、適切な事業の優先順
位付けを行っていきたいと考えている。
　維持更新費・大規模修繕費・金利変動リスクを含
めた真のライフサイクルコストを今後、可能な限り、
事業ごとにお示しいただきたい。また、ライフサイ
クルコストに将来人口推計を含めた長期財政シミュ
レーションを市民と共有しながら事業を進めていた
だきたい。
　未来の熊谷市民に対し胸を張れる判断を行うとと
もに、次世代に説明可能な、慎重かつ戦略的な公共
施設整備、財政運営を強く求める。

（財政課）

キャリア教育について

田
た

中
なか

純
じゅん

一
いち

議員
（熊谷清風会・維新）

須
す

永
なが

宣
よし

延
のぶ

議員
（熊谷清風会・維新）

山
やま

本
もと

絢
あ や め

女議員
（熊谷清風会・維新）

一 般 質 問 市政を問う 顔写真の下にある「二次元コード」をスマホ等で読み取ると質問動画が見られます
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熊
谷
市
特
別
職
の
職
員
で
非
常
勤
の
も
の

の
報
酬
及
び
費
用
弁
償
に
関
す
る
条
例
等

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て 

問　

今
回
の
改
正
で
、旅
費
と
し
て
新
た
に

支
給
対
象
と
な
る
項
目
や
、逆
に
支
給
さ
れ

な
く
な
る
項
目
が
生
じ
る
の
か
伺
い
た
い
。 

答　

鉄
道
賃
、
船
賃
、
航
空
賃
等
は
現
行
ど

お
り
で
あ
る
が
、
車
賃
は
バ
ス
、
タ
ク
シ
ー
、

レ
ン
タ
カ
ー
、
自
家
用
車
等
を
含
め
た
そ
の

他
の
交
通
費
に
変
更
と
な
る
。
そ
の
ほ
か
、

日
当
を
廃
止
す
る
代
わ
り
に
、
宿
泊
を
伴
う

場
合
は
宿
泊
手
当
を
支
給
す
る
仕
組
み
に

な
る
。 

（
職
員
課
）

熊
谷
市
星
渓
園
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る

条
例
に
つ
い
て 

問　

星
溪
園
に
つ
い
て
、教
育
委
員
会
の
管

理
で
あ
る
こ
と
を
明
示
し
た
上
で
、教
育
活

動
や
ま
ち
づ
く
り
活
動
と
連
携
し
た
地
域

の
魅
力
向
上
に
資
す
る
催
し
な
ど
を
対
象

に
減
免
規
定
等
を
設
け
て
一
層
の
活
用
を

推
進
す
る
と
の
こ
と
だ
が
、具
体
的
に
ど
の

よ
う
な
催
し
を
想
定
し
て
い
る
の
か
伺
い

た
い
。

答　

教
育
活
動
と
し
て
、
学
校
や
市
民
団
体

と
連
携
し
た
歴
史
・
体
験
学
習
、文
化
・
芸
術

の
発
表
な
ど
、
子
供
や
若
者
の
学
び
・
活
動

の
場
を
提
供
す
る
イ
ベ
ン
ト
の
ほ
か
、
ま
ち

づ
く
り
活
動
と
連
携
し
、
地
域
の
魅
力
向
上

に
資
す
る
催
し
と
し
て
、
地
元
の
歴
史
、
伝

統
文
化
等
の
紹
介
、
地
域
資
源
を
活
用
し
魅

力
を
発
信
す
る
企
画
、
さ
ら
に
は
、
今
年
度
、

社
会
実
験
を
実
施

し
た
ガ
ー
デ
ン

カ
フ
ェ
に
加
え
、

ア
ー
ト
イ
ベ
ン
ト

や
ラ

イ
ト
ア
ッ

プ
、
フ
ォ
ト
コ
ン

テ
ス
ト
、
季
節
の

祭
事
な
ど
、
に
ぎ

わ
い
創
出
と
町
な

か
の
回
遊
性
向
上

を
図
り
、
観
光
客

の
誘
客
に
寄
与
す

る
催
事
な
ど
を
想
定
し
て
い
る
。 

（
江
南
文
化
財
セ
ン
タ
ー
）

令
和
8
年
度
熊
谷
市
一
般
会
計
予
算

（
総
務
費
、
消
防
費
、
教
育
費
）
に
つ
い
て

問　

消
防
水
利
整
備
事
業
に
つ
い
て
、消
防

水
利
の
充
足
率
向
上
を
図
る
と
の
説
明
が

あ
っ
た
が
、消
防
水
利
の
充
足
率
は
現
在
ど

の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
の
か
伺
い
た
い
。

答　

消
防
水
利
の
充
足
率
に
つ
い
て
は
、
令

和
7
年
度
の
調
査
で
78
・
9
％
と
な
っ
て
い

る
。推
移
を
見
る
と
、令
和
元
年
度
の
調
査
で

77
・
7
％
、
4
年
度
の
調
査
で
78
・
2
％
と

な
っ
て
お
り
、充
足
率
は
向
上
し
て
い
る
。

（
警
防
課
） 

問　

第
3
次
総
合
振
興
計
画
策
定
事
業
に

つ
い
て
、令
和
8
年
度
に
市
民
意
識
調
査
を

実
施
す
る
と
の
こ
と
だ
が
、ど
の
よ
う
な
方

法
を
考
え
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

答　

市
民
意
識
調
査
の
実
施
方
法
に
つ
い

て
は
、
現
在
も
実
施
し
て
い
る
ま
ち
づ
く
り

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
と
同
様
に
、
18
歳
以
上
の

市
民
か
ら
無
作
為
に
抽
出
し
た
3
0
0
0

名
に
対
し
、
郵
送
と
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
併

用
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
す
る
予
定
で

あ
る
。
ま
た
、
第
2
次
総
合
振
興
計
画
の
後

期
基
本
計
画
策
定
時
に
導
入
し
た
高
校
生

ア
ン
ケ
ー
ト
に
つ
い
て
も
、
引
き
続
き
市
内

の
高
校
へ
依
頼
の
上
、
実
施
し
て
い
く
考
え

で
あ
る
。

（
企
画
課
）

問　

北
部
地
域
振
興
交
流
拠
点
施
設
（
仮

称
）推
進
事
業
に
つ
い
て
、新
庁
舎
移
転
に

向
け
た
オ
フ
ィ
ス
空
間
の
実
証
実
験
を
ど

の
よ
う
な
手
順
で
進
め
る
予
定
な
の
か
伺

い
た
い
。

答　

実
証
実
験
に
つ
い
て
は
、
今
年
度
か
ら

企
画
課
お
よ
び
北
部
拠
点
整
備
推
進
室
に

お
い
て
開
始
し
て
お
り
、
業
務
内
容
に
合
わ

せ
て
働
く
場
所
を
選
択
で
き
る
ス
ペ
ー
ス

と
し
て
フ
ァ
ミ
レ
ス
ブ
ー
ス
や
個
室
ブ
ー

ス
、
昇
降
デ
ス
ク
な
ど
を
設
置
し
た
と
こ

ろ
で
あ
る
が
、
令
和
8
年
度
に
は
、
新
た
に

ボ
ッ
ク
ス
型
の
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
ブ
ー
ス
を

追
加
し
た
上
で
予
約
制
と
し
、
全
庁
的
に
利

用
可
能
と
す
る
な
ど
し
て
、
業
務
内
容
に
応

じ
た
職
員
の
働
き
方
改
革
に
向
け
実
証
実

験
の
範
囲
を
拡
大
し
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

（
北
部
拠
点
整
備
推
進
室
）

令
和
7
年
度
熊
谷
市
一
般
会
計
補
正
予
算

（
教
育
費
）
に
つ
い
て 

問　

小
学
校
お
よ
び
中
学
校
体
育
館
空
調
設

備
整
備
事
業
に
つ
い
て
、す
べ
て
の
空
調
設

備
を
ガ
ス
方
式
と
し
た
理
由
を
伺
い
た
い
。

答　

小
・
中
学
校
の
体
育
館
に
設
置
す
る
空

調
設
備
に
ガ
ス
方
式
を
採
用
し
た
理
由
は
、

ガ
ス
管
が
地
下
埋
設
物
で
あ
る
た
め
災
害
の

影
響
を
受
け
に
く
く
、
ま
た
、
ガ
ス
バ
ル
ク

タ
ン
ク
は
、
燃
料
を
貯
蔵
し
て
お
く
こ
と
で

災
害
発
生
直
後
で
も
電
源
の
確
保
が
可
能
で

あ
り
、
イ
ン
フ
ラ
の
寸
断
に
左
右
さ
れ
な
い

と
い
う
点
が
最
大
の
メ
リ
ッ
ト
と
考
え
て
い

る
。

（
教
育
総
務
課
）

　
総
務
文
教 

常
任
委
員
会

委員長
　大山美智子
副委員長
　池井　光吉
委員
黒澤三千夫
小島　正泰
影山　琢也
沼上　政幸
小林　國章

星溪園

委員会での主な質疑
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熊
谷
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
に
つ
い
て 

問　

賦
課
限
度
額
の
改
正
に
よ
る
影
響
世

帯
数
と
、影
響
世
帯
の
特
徴
を
伺
い
た
い
。

答　

影
響
世
帯
数
は
、
令
和
8
年
2
月
末

時
点
で
、
基
礎
課
税
分
が
2
7
2
世
帯
、
後

期
高
齢
者
支
援
金
等
分
が
2
6
2
世
帯
で

あ
る
。
影
響
世
帯
の
特
徴
は
、
収
入
の
多
い

世
帯
と
い
う
こ
と
に
な
り
、
単
身
世
帯
で
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
す
る
と
、
給
与
収
入
お
よ

び
年
金
収
入
で
約
1
1
8
6
万
円
の
方
が

賦
課
限
度
額
を
超
え
る
こ
と
に
な
る
。

（
保
険
年
金
課
） 

令
和
8
年
度
熊
谷
市
一
般
会
計
予
算

（
民
生
費
、
衛
生
費
）
に
つ
い
て 

問　

後
期
高
齢
者
健
康
増
進
事
業
に
つ
い

て
、高
齢
者
の
保
健
事
業
と
介
護
予
防
の
一

体
的
実
施
と
あ
る
が
、こ
の
事
業
を
ど
の
よ

う
に
展
開
し
て
い
く
の
か
伺
い
た
い
。 

答　

こ
れ
ま
で
市
の
保
健
師
が
、
ニ
ャ
オ
ざ

ね
元
気
体
操
な
ど
の
通
い
の
場
に
出
向
き
、

フ
レ
イ
ル
予
防
の
普
及
啓
発
を
行
っ
た
ほ

か
、
令
和
7
年
度
は
、
地
域
包
括
支
援
セ
ン

タ
ー
な
ど
と
連
携
し
、
健
康
状
態
不
明
者
宅

へ
の
訪
問
を
行
っ
た
。
令
和
8
年
度
は
、
新

た
に
口
腔
に
関
わ
る
相
談
、
指
導
や
、
シ
ル

バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
講
座
を
活
用
し
た
フ

レ
イ
ル
予
防
を
計
画
し
て
い
る
ほ
か
、
生
活

習
慣
病
の
重
症
化
予
防
に
関
す
る
対
象
を

広
げ
る
な
ど
事
業
拡
大
を
計
画
し
て
い
る
。 

（
保
険
年
金
課
）

問　

保
育
所
管
理
運
営
経
費
に
つ
い
て
、
令

和
8
年
度
の
予
算
額
は
32
億
7
9
4
7
万

4
0
0
0
円
で
年
々
増
加
傾
向
に
あ
る
が
、

少
子
化
に
も
関
わ
ら
ず
増
額
が
続
い
て
い
る

要
因
を
伺
い
た
い
。 

答　

保
育
所
管
理
運
営
経
費
は
昨
年
度
に
比

べ
て
約
4
億
2
5
0
0
万
円
の
増
額
と
な
っ
て

い
る
が
、こ
の
う
ち
の
3
億
4
1
0
0
万
円
が

公
定
価
格

の
増
に
よ

る
児
童
福

祉
法
第
24

条
委
託
料

の

増

で
、

ほ
か
の
要

因
と
し
て

石
原
保
育

所
の
解
体

工
事
費
や

保
育
所
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
の
委
託
料
、中
央

保
育
所
の
給
食
委
託
に
よ
る
経
費
の
増
額
な

ど
が
あ
る
。 

（
保
育
課
）

問　

予
防
接
種
事
業
に
つ
い
て
、Ｒ
Ｓ
ウ

イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
の
接
種
が
新
た
に
加

わ
っ
た
が
、ワ
ク
チ
ン
の
内
容
と
メ
ッ
セ
ン

ジ
ャ
ー
Ｒ
Ｎ
Ａ
タ
イ
プ
か
不
活
化
ワ
ク
チ

ン
な
の
か
伺
い
た
い
。

答　

令
和
8
年
4
月
1
日
か
ら
定
期
接
種

と
な
る
Ｒ
Ｓ
ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
は
、
妊
婦

が
接
種
す
る
こ
と
で
母
親
の
体
の
中
に
つ

く
ら
れ
た
抗
体
が
赤
ち
ゃ
ん
に
移
り
、
生
ま

れ
て
か
ら
す
ぐ
赤
ち
ゃ
ん
を
Ｒ
Ｓ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
か
ら
守
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

で
、
28
週
ゼ
ロ
日
か
ら
36
週
6
日
ま
で
の
妊

婦
が
接
種
の
対
象
と
な
る
。
定
期
接
種
で
使

用
す
る
ワ
ク
チ
ン
は
、
不
活
化
ワ
ク
チ
ン
の

ア
ブ
リ
ス
ボ
で
あ
る
。 

（
母
子
健
康
セ
ン
タ
ー
）

問　

全
国
健
康
福
祉
祭
開
催
事
業
に
つ
い

て
、今
年
開
催
さ
れ
る
ね
ん
り
ん
ピ
ッ
ク
に

対
し
て
ど
の
よ
う
に
市
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

団
体
が
関
わ
っ
て
い
く
の
か
、ま
た
費
用
の

総
額
と
市
の
負
担
額
を
伺
い
た
い
。

答　

市
職
員
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
主
な
仕

事
は
、選
手
団
バ
ス
等
の
輸
送
交
通
支
援
、各

県
選
手
団
の
受
け
付
け
の
ほ
か
誘
導
や
環

境
美
化
な
ど
で
あ
る
。
次
に
費
用
の
総
額
は

5
5
6
6
万
4
0
0
0
円
を
予
定
し
て
お
り
、

そ
の
う
ち
の
市
負
担
金
が
2
1
0
0
万
円
で

あ
る
。 

（
長
寿
い
き
が
い
課
）

令
和
8
年
度
熊
谷
市
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
予
算
に
つ
い
て 

問　

国
民
健
康
保
険
税
の
改
正
が
行
わ
れ

る
と
い
う
こ
と
で
、1
人
当
た
り
の
平
均
保

険
税
額
は
、令
和
7
年
度
と
比
べ
て
ど
の
く

ら
い
上
が
る
の
か
、ま
た
令
和
8
年
度
が
幾

ら
に
な
る
の
か
伺
い
た
い
。

答　

令
和
8
年
2
月
末
の
令
和
7
年
度
賦
課

デ
ー
タ
に
よ
る
試
算
で
、1
人
当
た
り
の
平
均

保
険
税
額
は
16
万
7
7
5
円
と
な
り
、
前
年

度
と
比
較
し
て
1
万
3
6
4
9
円
の
増
額
と

な
っ
て
い
る
。

（
保
険
年
金
課
）

　
市
民
福
祉 

常
任
委
員
会

委員長
　臼杵　　健
副委員長
　田中　　正
委員
福田　勝美
三浦　和一
桜井くるみ
権田　清志
千葉　義浩
出井　哲司

中央保育所

委員会での主な質疑
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事
業
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
の
変
更
に
つ

い
て(

（
仮
称
）
道
の
駅
「
く
ま
が
や
」

整
備
事
業
（
そ
の
1
）
及
び
（
そ
の
2
）） 

問　

今
回
の
増
額
の
契
約
を
踏
ま
え
て
、こ

の
長
期
契
約
の
リ
ス
ク
を
ど
の
よ
う
に
今

後
考
え
て
い
く
の
か
伺
い
た
い
。

答　

Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業
は
長
期
契
約
に
な
る
こ

と
が
多
く
、
そ
の
部
分
で
の
リ
ス
ク
で
考
え

る
と
、
ニ
ー
ズ
な
ど
の
変
化
が
あ
っ
た
と
き

に
急
な
方
向
転
換
が
で
き
な
い
と
い
う
部

分
が
あ
る
と
考
え
て
い
る
。
た
だ
、
道
の
駅

に
関
し
て
は
、
15
年
間
の
中
で
、
道
の
駅
は

い
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
は
な
り
に
く
い

施
設
だ
と
考
え
て
お
り
、
右
肩
上
が
り
で
成

長
で
き
る
よ
う
な
施
設
に
し
て
い
き
た
い
。

（
道
の
駅
整
備
室
）

令
和
8
年
度
熊
谷
市
一
般
会
計
予
算
（
衛
生

費
、
農
林
水
産
業
費
、
商
工
費
）
に
つ
い
て 

問　

農
産
物
ブ
ラ
ン
ド
化
推
進
事
業
に
つ

い
て
、昨
年
度
の
当
初
予
算
と
比
べ
て
、委

託
料
が
約
3
5
0
万
円
増
額
し
て
い
る
が
、

そ
の
理
由
を
伺
い
た
い
。

答　

令
和
7
年
度
か
ら
本
格
的
に
「
晴
れ
ま

ち
」
ブ
ラ
ン
ド
が
ス
タ
ー
ト
し
、
事
業
も
順

調
に
推
移
し
て
い
る
と
認
識
し
て
い
る
。

8
年
度
は
ブ
ラ
ン
ド
推
進
の
た
め
の
商
品

開
発
、
企
画
推
進
の
た
め
の
講
義
、
あ
る
い

は
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
伴
走
支
援
、
事
業
者

間
の
マ
ッ
チ
ン
グ
の
企
画
支
援
や
開
発
支

援
を
行
う
予
定
で
あ
り
、
さ
ら
な
る
認
知
の

拡
大
等
を
目
指
す
た
め
増
額
し
た
も
の
で

あ
る
。

（
農
業
政
策
課
）

問　

観
光
振
興
事
業
の
改
修
工
事
請
負
費
に

つ
い
て
、妻
沼
聖
天
山
境
内
観
光
ト
イ
レ
の
改

修
費
と
い
う
こ
と
だ
が
、そ
れ
ほ
ど
古
い
よ
う
に

は
見
え
ず
、1
5
0
0
万
円
の
予
算
額
は
多
い

の
で
は
な
い
か
と
思
う
が
、詳
細
を
伺
い
た
い
。

答　

こ
の
ト
イ
レ
は
1
9
9
5
年
に
建
築

さ
れ
た
も
の
で
、
見
た
目
は
ほ
と
ん
ど
劣
化

し
て
い
な
い
よ
う
な
状
況
だ
が
、
熊
谷
市
個

別
施
設
計
画
に
お
い
て
予
定
さ
れ
て
い
る
大

規
模
修
繕
工
事
の
要
否
を
調
査
し
た
際
に
、

バ
リ
ア
フ
リ
ー
の
ト
イ
レ
が
オ
ス
ト
メ
イ
ト

対
応
に
な
っ
て
い
な
い
こ
と
、
手
洗
い
の
水

栓
が
自
動
に
な
っ
て
い
な
い
こ
と
へ
の
指
摘

か
ら
、今
回
改
修
工
事
を
行
う
予
定
で
あ
る
。

ま
た
、
ア
ス
ベ
ス
ト
が
含
ま
れ
て
い
る
と
の

調
査
結
果
が
出
た
こ
と
か
ら
、
そ
の
対
応
の

工
事
、
処
分
を
含
め
て
金
額
が
高
く
な
っ
て

い
る
状
況
で
あ
る
。

問　

荻
野
吟
子
知
名
度
向
上
事
業
に
つ
い

て
、こ
ち
ら
の
委
託
料
は
何
を
想
定
し
て
計

上
し
て
い
る
の
か
伺
い
た
い
。

答　

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
企
画
し
て
お
り
、
そ

の
会
場
の
設
営
委
託
、
ま
た
、
ス
タ
ン
プ
ラ

リ
ー
の
実
施
も
検
討
し
て
お
り
、
そ
の
運
営

の
委
託
を
考
え
て
い
る
。

（
商
業
観
光
課
）

問　

ア
ラ
イ
グ
マ
・
ハ
ク
ビ
シ
ン
防
除
事
業

に
つ
い
て
、令
和
8
年
度
か
ら
市
内
の
空
き

家
を
所
有
す
る
方
に
つ
い
て
も
補
助
対
象

に
す
る
と
の
こ
と
だ
が
、対
象
を
広
げ
た
背

景
、ま
た
、こ
の
よ
う
な
形
で
拡
充
す
る
こ

と
で
見
込
め
る
効
果
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。

答　

背
景
と
し
て
、
空
き
家
へ
の
防
除
相
談

が
複
数
件
寄
せ
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。

ま
た
、
空
き
家
は
管
理
が
非
常
に
難
し
く
、

そ
う
い
っ
た
と
こ
ろ
に
す
み
つ
か
れ
て
し

ま
う
と
空
き
家
で
な
い
場
所
を
い
く
ら
駆

除
し
た
と
し
て
も
な
か
な
か
減
ら
な
い
と

い
う
状
況
に
あ
る
の
で
、
繁
殖
場
所
を
減
ら

す
効
果
が
期
待
さ
れ
る
。 

（
環
境
政
策
課
）

問　

旧
妻
沼
清
掃
セ
ン
タ
ー
除
却
事
業
に

つ
い
て
、令
和
8
年
度
は
ど
の
よ
う
な
事
業

内
容
で
こ
の
約
7
2
0
0
万
円
と
い
う
予

算
額
に
な
る
の
か
伺
い
た
い
。

答　

今
年
度
、
旧
妻
沼
清
掃
セ
ン
タ
ー
の
除

却
が
終
了
し
、
令
和
8
年
度
は
、
収
集
し
た

廃
乾
電
池
や
廃
蛍
光
管
等
の
有
害
ご
み
を

処
理
先
へ
搬
出
す
る
ま
で
の
一
時
保
管
施

設
で
あ
る
ス
ト
ッ
ク
ヤ
ー
ド
を
整
備
す
る

計
画
に
な
っ
て
い
る
の
で
、
そ
の
整
備
工
事

を
行
う
予
算
と
な
っ
て
い
る
。

（
環
境
美
化
セ
ン
タ
ー
）

令
和
7
年
度
熊
谷
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
農

林
水
産
業
費
）
に
つ
い
て 

問　

認
定
農
業
者
支
援
事
業
に
つ
い
て
、今

回
の
補
助
金
は
こ
ち
ら
か
ら
申
請
書
類
を

郵
送
す
る
、い
わ
ゆ
る
プ
ッ
シ
ュ
型
に
よ
る

も
の
か
伺
い
た
い
。

答　

認
定
農
業
者
、
認
定
新
規
就
農
者
等
は

リ
ス
ト
で
把
握
し
て
い
る
の
で
、
４
月
早
々

に
プ
ッ
シ
ュ
型
で
送
付
す
る
形
を
考
え
て

い
る
。

（
農
業
政
策
課
） 

　
環
境
産
業 

常
任
委
員
会

委員長
田中　純一
副委員長
小林　拓朗
委員
大久保照夫
須永　宣延
腰塚菜穂子
白根　佳典
江田　大助

委員会での主な質疑
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委員会での主な質疑

令
和
8
年
度
熊
谷
市
一
般
会
計
予
算

（
土
木
費
）
に
つ
い
て 

問　
（
仮
称
）樋
春
地
区
産
業
団
地
整
備
計

画
検
討
・
調
査
事
業
に
つ
い
て
、昨
年
度
の

調
査
内
容
と
今
年
度
に
実
施
す
る
調
査
内

容
に
つ
い
て
伺
い
た
い
。 

答　

令
和
7
年
度
は
、
農
林
協
議
に
必
要
な

資
料
作
成
、
江
南
第
5
水
源
井
の
移
設
に
伴

う
移
設
先
候
補
地
の
揚
水
試
験
調
査
、
ま
た

見
込
ま
れ
る
産
業
団
地
整
備
後
の
不
動
産

鑑
定
評
価
を
実
施
し
た
。
8
年
度
は
、
都
市

計
画
変
更
等
の
法
定
手
続
に
必
要
な
協
議

資
料
等
を
作
成
す
る
ほ
か
、
7
年
度
に
引
き

続
き
、
江
南
第
5
水
源
井
の
移
設
に
関
係
す

る
江
南
浄

水
場
等
の

施
設
整
備

に
要
す
る

各
種
設
計

業
務
を
実

施
す
る
予

定
で
あ
る
。

（
産
業
拠
点

整
備
室
）

問　

道
路
空
洞
調
査
事
業
に
つ
い
て
、八
潮
市

の
陥
没
事
故
も
あ
っ
た
が
、予
定
し
て
い
る
実
施

路
線
と
場
所
お
よ
び
選
定
理
由
を
伺
い
た
い
。

答　

令
和
8
年
度
の
調
査
予
定
箇
所
に
つ

い
て
は
、
地
下
埋
設
管
が
存
在
す
る
緊
急
輸

送
道
路
2
路
線
、
約
0
・
57
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、

ま
た
、
熊
谷
駅
正
面
口
周
辺
の
主
要
道
路
で

下
水
道
管
が
埋
設
さ
れ
て
い
る
11
路
線
、

約
2
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
区
間
の
調
査
を
予
定

し
て
い
る
。
ま
た
、
調
査
路
線
の
選
定
に
当

た
っ
て
は
、
交
通
量
の
多
い
幹
線
道
路
や
災

害
時
の
緊
急
輸
送
道
路
、
特
に
下
水
道
管
が

埋
設
さ
れ
て
い
る
道
路
を
中
心
に
選
定
を

行
っ
て
お
り
、
加
え
て
維
持
課
か
ら
陥
没
の

あ
っ
た
箇
所
な
ど
も
聴
取
し
て
決
定
し
て

い
る
。

（
管
理
課
）

問　

都
市
空
間
情
報
デ
ジ
タ
ル
基
盤
構
築

事
業
に
つ
い
て
、ど
の
よ
う
に
利
活
用
し
て

い
く
の
か
伺
い
た
い
。

答　

浸
水
を
し
た
と
き
に
、
ど
の
よ
う
に
避

難
す
る
か
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
や
、
中
学

生
を
対
象
に
３
Ｄ
都
市
モ
デ
ル
を
使
っ
て
、

ま
ち
づ
く
り
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行

う
な
ど
、
図
面
と
し
て
整
備
す
る
だ
け
で
な

く
、
い
ろ
い
ろ
な
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
活

用
し
て
、
ま
ち
づ
く
り
を
可
視
化
し
て
い
く

こ
と
を
目
指
し
て
い
る
。

（
都
市
計
画
課
）

問　

熊
谷
運
動
公
園
子
供
広
場
整
備
事
業

に
つ
い
て
、日
陰
設
備
を
設
置
す
る
と
の
こ

と
だ
が
、ど
の
場
所
に
ど
の
よ
う
な
設
備
を

設
置
す
る
の
か
伺
い
た
い
。

答　

備
品
購
入
費
に
つ
い
て
は
、
じ
ゃ
ぶ

じ
ゃ
ぶ
池
で
水
遊
び
す
る
部
分
に
近
接
し

た
場
所
に
、
サ
ン
シ
ェ
ー
ド
と
言
わ
れ
る

タ
ー
プ
の
よ
う
な
屋
根
に
よ
る
日
陰
が
で

き
る
設
備
を
設
置
す
る
予
定
で
あ
る
。
ま

た
、
工
事
請
負
費
に
つ
い
て
は
、
そ
の
外
側

に
あ
る
植
え
込
み
部
分
等
を
休
憩
に
活
用

で
き
る
よ
う
に
整
備
を
計
画
し
て
い
る
。

（
公
園
緑
地
課
） 

令
和
8
年
度
熊
谷
市
水
道
事
業
会
計
予
算

に
つ
い
て 

問　

配
水
お
よ
び
給
水
費
の
調
査
委
託
料

７
０
０
８
万
９
０
０
０
円
に
つ
い
て
、具
体
的

に
は
ど
の
よ
う
な
調
査
を
行
っ
て
い
る
の
か
伺

い
た
い
。

答　

漏
水
調
査
業
務
委
託
に
よ
り
、機
動
的
漏

水
調
査
と
計
画
的
漏
水
調
査
を
行
っ
て
い
る
。

機
動
的
漏
水
調
査
は
、市
民
な
ど
か
ら
漏
水
の

通
報
を
受
け
た
後
に
、委
託
業
者
が
現
地
で
音

聴
調
査
な
ど
を
行
っ
て
漏
水
箇
所
を
特
定
す

る
も
の
で
あ
る
。計
画
的
漏
水
調
査
に
つ
い
て

は
、地
表
に
現
れ
な
い
地
下
漏
水
を
特
定
す
る

も
の
で
あ
り
、調
査
方
法
は
、人
工
衛
星
か
ら

地
表
に
向
け
て
マ
イ
ク
ロ
波
を
発
信
し
て
跳
ね

返
っ
て
き
た
波
の
特
性
の
違
い
を
捉
え
た
画
像

デ
ー
タ
を
解
析
し
て
、漏
水
が
疑
わ
れ
る
箇
所

を
特
定
し
て
い
く
も
の
で
、Ａ
Ｉ
に
よ
る
衛
星

画
像
解
析
に
よ
り
半
径
約
1
0
0
メ
ー
ト
ル
の

範
囲
で
漏
水
想
定
エ
リ
ア
を
抽
出
す
る
こ
と
が

で
き
る
。そ
の
後
、現
地
で
漏
水
音
を
探
知
す
る

路
面
音
聴
調
査
や
、給
水
管
や
止
水
栓
に
音
聴

棒
を
当
て
て
漏
水
音
を
探
知
す
る
給
水
管
音

聴
調
査
な
ど
を
組
み
合
わ
せ
な
が
ら
、地
下
漏

水
の
箇
所
を
特
定
し
て
い
く
。漏
水
に
つ
い
て

は
、可
能
な
限
り
早
期
に
発
見
で
き
る
よ
う
に

取
り
組
み
を
進
め
て
い
る
。

（
水
道
課
）

　都
市
建
設 

常
任
委
員
会

委員長
石川　広己
副委員長
林　　幸子
委員
富岡　信吾
山下　一男
新島　一英
川田　勝巳
山本　絢女

江南第５水源井

熊谷運動公園内のじゃぶじゃぶ池
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「
花
埋
み
」、
ご
存
じ
の
と
お
り
荻
野

吟
子
の
生
涯
を
描
い
た
渡
辺
淳
一
の
名

作
で
す
。

　

表
題
を
「
花
埋
み
」
と
し
た
真
意
は

作
者
で
な
け
れ
ば
わ
か
り
ま
せ
ん
が
、

一
説
で
は
、
想
像
を
絶
す
る
努
力
に
よ

り
女
医
・
啓
蒙
家
と
し
て
の
地
位
を
築

き
、「
花
」
の
よ
う
に
輝
い
て
い
た
吟

子
が
、
周
囲
の
反
対
を
押
し
の
け
、
再

婚
相
手
と
北
海
道
へ
渡
っ
た
結
果
、
苦

労
の
末
に
人
生
の
終

し
ゅ
う

焉え
ん

を
寂
し
く
終

え
て
し
ま
っ
た
。
こ
の
こ
と
に
対
す
る

鎮
魂
を
込
め
た
表
題
で
は
な
い
か
と
言

わ
れ
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
最
近
の
研
究
に
よ
り
、
北

海
道
時
代
の
吟
子
は
、
愛
す
る
人
と

希
望
に
向
か
っ
て
努
力
し
、
挫
折
後
も

決
し
て
不
運
な
人
生
で
は
な
か
っ
た
こ

と
が
分
か
っ
て
き
ま
し
た
。

　

ど
の
よ
う
な
姿
で
描
か
れ
る
か
、
Ｎ

Ｈ
Ｋ
の
朝
ド
ラ
で
観
て
み
た
い
も
の
で

す
ね
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
川
田
勝
巳
）

　アメリカ合衆国とイスラエル国は２
月２８日、イラン・イスラム共和国に対
し大規模な先制軍事攻撃を開始した。
報道などによると、この攻撃によって
イランの最高指導者セイエド・アリー・
ハメネイ師が殺害され、イラン全土で
１，３００人を超える死者が発生してい
る。攻撃を受けたイランは報復攻撃
を行い、イスラエルで死者が出たほか、
アラブ首長国連邦では、イランからの
ミサイル攻撃を迎撃した際に発生した
破片により死者が発生している。軍事
攻撃と報復攻撃が続けば被害者が更
に増えるとともに、地域の不安定化を
招き、大規模な戦争につながる危険
がある。 
　アメリカとイスラエルの行為は、国
連憲章と国際法に反する無法な行為
であり、到底許されるものではない。
国際機関や多くの国々から、全ての
軍事攻撃の中止と国際法遵守を求め
る声が上がっている。両国のイラン攻
撃を受けて開催された国連安全保障

理事会の緊急会合で、アントニオ・グ
テーレス国連事務総長はアメリカとイ
スラエルによる攻撃と、イランによる
攻撃の両方を批判し、全ての加盟国
に対し国連憲章を含む国際法に基づ
く義務を厳格に遵守するよう求めた。
パキスタン代表は「全ての側がこれ以
上の攻撃を控えること」を呼びかけ、
コロンビア代表は「どこからであれ国
連憲章に反するいかなる軍事行動も
非難する」と表明した。 
　日本政府は日頃より力による現状
変更を許さず、「法の支配」を重視す
るという態度を表明している。 
　よって、政府においては、明確な国
連憲章と国際法違反であるアメリカと
イスラエルの行為を厳しく非難すると
ともに、両国の軍事攻撃もイランの報
復攻撃も即時中止し、外交努力により
解決するよう双方に要請することを強
く求める。
　以上、決議する。
　令和８年３月１７日　熊 谷 市 議 会

議
会
報
編
集
委
員
会

アメリカとイスラエルによるイラン攻撃を非難し、
軍事攻撃も報復攻撃も即時中止を求める決議

熊谷市議会活性化検討会議が答申書・提言書を提出

6 月
5 日（金）本会議
　　　・開会
　　　・会期の決定
　　　・諸報告
　　　・市長の提案理由の説明
　　　・議案説明等
10 日（水）本会議
　　　・議案に対する質疑
　　　・委員会付託等
11 日（木）・15 日（月）委員会
　　　・総務文教常任委員会
　　　・環境産業常任委員会
12 日（金）・16 日（火）委員会
　　　・市民福祉常任委員会
　　　・都市建設常任委員会
17 日（水）・18 日（木）
19 日（金）・22 日（月）
　　　・市政に関する一般質問
25 日（木）本会議
　　　・各委員長報告
　　　・質疑〜討論〜採決
　　　・閉会

※　�本会議は傍聴できます。また、ウェブ
サイトでもご視聴いただけます。

※　�委員会の傍聴をご希望の場合は、事前
に議会事務局までお問い合わせください。

※　�開会は原則午前 10 時です。
※　議事の進行上、休憩が入る場合があり
　　ます。
※　�日程は変更になる場合があります。詳しく

は、議会事務局にお問い合わせください。

熊谷市議会事務局
☎︎  048-524-1111（内線 418）

　gikaijimukyoku@city.kumagaya.lg.jp

◎
小
鮒　

賢
二　

〇
川
田　

勝
巳

　

福
田　

勝
美　
　

桜
井
く
る
み

　

黒
澤
三
千
夫　
　

林　
　

幸
子

　

影
山　

琢
也　
　

小
林　

國
章

　

臼
杵　
　

健　
　

小
林　

拓
朗

　

（
◎
委
員
長　
　

〇
副
委
員
長
）

　熊谷市議会では、現在14 人の議員で構成される「熊谷市議会活性化
検討会議」を設置し、議会の在り方などを見直す話し合いを行っていま
す。２月12日、答申書と提言書を議長へ提出しました。委員会のインター
ネット中継や議会報告会・市民
との意見交換会、条例議案の説
明と資料の充実などについて協
議内容がまとめられています。
今後は、各項目についての課題
整理や実施の可否、ルールづく
りなどがさらに協議される予定
です。

６月定例会日程

予 定

編

集

後

記

令
和
８
年
５
月
１
日
発
行

第
83
号

編
集
と
発
行　

熊　

谷　

市　

議　

会

く
ま
が
や
市
議
会
だ
よ
り

本会議

左から小林拓朗副委員長、腰塚菜穂子委員長、
小鮒賢二議長


